
第　51　期　　決　算　公　告

2023年5月30日
滋賀県守山市欲賀町503番地

グンゼ包装システム株式会社

代表取締役　花岡裕史

　貸　　　借　　　対　　　照　　　表　
　　　　　 （2023年3月31日現在）

　 （単位：円）

金　　　　額 金　　　　額

1,675,588,787 1,743,026,500

6,083,952 10,225,023

999,338,803 166,294,137

40,946,304 1,356,416,007

514,848,900 29,772,992

37,715,437 1,219,200

202,795 7,951,200

2,348,780 44,300

61,223,103 9,389,900

12,880,713 108,902,937

2,853,293

2,299,511

47,658,000

1,140,916,627 61,696,675

609,155,339 57,380,455

301,171,114 4,316,220

22,771,323

158,446,743

5,587,391

9,547,850

93,907,144 負債合計 1,804,723,175

17,723,774 純　　資　　産　　　の　　　部

株　主　資　本 948,636,181

9,895,889 資　　　本　　　金 310,000,000

1,542,356 利　益　剰　余　金 638,636,181

8,353,533 利　益　準　備　金 77,500,000

その他利益剰余金 561,136,181

投資その他の資産 521,865,399 繰越利益剰余金 561,136,181

2,976,003

141,576,666

1

371,821,400 評価・換算差額等 63,146,058

5,337,329 その他有価証券評価差額金 63,146,058

154,000

純資産合計 1,011,782,239

2,816,505,414 2,816,505,414

未 収 入 金

仕 掛 品

原 材 料

固 定 負 債

機 械 装 置

退 職 給 付 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

固 定 資 産

短 期 債 権

未 払 消 費 税

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

科　　　　　　　　　　　目

流 動 負 債

科　　　　　　　　　　　目

支 払 手 形現 金 ・ 預 金

流 動 資 産

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 渡 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 事 業 税

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

関 係 会 社 出 資 金

繰延税金資産（固定）

構 築 物

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

未 払 費 用

そ の 他 投 資

車 輛 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア

契 約 負 債

有 形 固 定 資 産

建 物

預 り 金

賞 与 引 当 金



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

① たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

② 有価証券の評価基準及び評価方法

ア　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定）

イ　時価のないもの

移動平均法による原価法

（２）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定額法

② 無形固定資産

定額法

（３）引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する部分を計上しております。

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

　当社はプラスチックフィルムの製造・販売を行っております。これらの製品ついては、顧客が当該製品を

　検収した時点で履行義務が充足されると判断しており、通常は当該時点で収益を認識しておりますが、

　国内の販売において、出荷時から顧客が検収するまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に

　収益を認識しております。

　代理人として行われる取引については、顧客から受け取る対価の純額で取引価格を算定しております。

（５）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

① 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

② グループ通算制度を適用しております。

２．当期純利益金額

当期純利益金額 円342,096,096


